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1.  平成22年8月期第2四半期の連結業績（平成21年9月1日～平成22年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期第2四半期 18,550 △2.8 731 23.9 653 660.4 233 ―
21年8月期第2四半期 19,083 ― 590 ― 85 ― △586 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年8月期第2四半期 16.87 ―
21年8月期第2四半期 △42.45 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期第2四半期 33,609 23,596 70.2 1,707.75
21年8月期 32,767 23,893 72.9 1,729.23

（参考） 自己資本   22年8月期第2四半期  23,596百万円 21年8月期  23,893百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  有  
※平成22年8月期の配当予想額につきましては、未定であります。 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年8月期 ― 0.00 ― 27.00 27.00
22年8月期 ― 0.00
22年8月期 

（予想）
― ― ―

3.  平成22年8月期の連結業績予想（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 37,000 10.0 1,400 ― 1,200 ― 500 ― 36.19



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成21年10月15日に公表致しました連結業績予想のうち、通期について本資料において修正しております。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の基準に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等につい
て、及び上記１に係る業績予想の具体的修正内容は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年8月期第2四半期 14,128,929株 21年8月期  14,128,929株
② 期末自己株式数 22年8月期第2四半期  311,522株 21年8月期  311,502株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年8月期第2四半期 13,817,413株 21年8月期第2四半期 13,817,676株



 当第２四半期連結会計期間における経済情勢は、2008年後半に端を発した金融危機により世界的に急激な落込みに

見舞われた後、2009年前半に底入れをし、年末にかけて、中国を中心とする新興諸国に牽引される形で回復に向か

い、その傾向は、2010年前半におきましても続いております。 

 特に中国におきましては、政府による経済対策の効果もあり、非常に高い経済成長が続いており、米国におきまし

ても、在庫調整が進んだことにより生産活動が緩やかながら増加してきております。 

 世界経済全体でみれば、緩やかな回復が続き、二番底の懸念が後退したものの、各国の財政赤字に対する対応を間

違えれば大きな悪影響を与える可能性も懸念されております。  

 我が国の経済におきましては、企業の収益環境は外需を中心とした改善の動きが続いておりますが、内需につきま

しては、雇用・所得環境が厳しく低迷したままの状態が続いており、今後についてもエコポイント等の政策効果の反

動や政権交代による政策変更の影響等に不透明感があり、厳しい経営環境が続くことが予想されます。 

 このような状況のもと、当社グループにおきましては、構造改革を推し進め、油断することなく継続的な原価低減

への取組み等によるコスト削減を行うことで収益の改善に努めてまいりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は18,550百万円（前年同期比2.8％

減）、営業利益は731百万円（前年同期比23.9％増）、経常利益は653百万円（前年同期比660.4％増）、当四半期純

利益は233百万円（前年同四半期は586百万円の四半期純損失）となりました。 

 なお、当社グループは、同一セグメントに属する電子・電気機器部品の製造販売を主な事業として営んでおり、当

該事業以外に事業の種類がないため、事業の種類別セグメントの業績の記載は省略しております。 

  

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ842百万円増加し、 百万円となりまし

た。その主な要因としては、受取手形及び売掛金の増加が2,108百万円あります。負債は、前連結会計年度末に比べ

1,139百万円増加し、 百万円となりました。その主な要因としては、支払手形及び買掛金の増加が1,397百万円

あります。純資産は、前連結会計年度末に比べ296百万円減少し、 百万円となりました。その主な要因は、配

当金の実施373百万円及び四半期純利益233百万円を計上したこと等により利益剰余金が80百万円減少し、また、為替

換算調整勘定の減少等により評価・換算差額等が216百万円減少したことによります。 

  

  

 今後の見通しにつきましては、世界経済は、最悪期を脱したものの、厳しい状況が続くものと予想しております

が、現時点における経営環境等を勘案し、平成21年10月15日に公表いたしました通期の連結業績予想を修正いたしま

す。詳細につきましては、平成22年４月９日（本日）に別途開示いたしました「平成22年８月期第２四半期業績予想

値と決算値の差異及び通期業績予想の修正に関するお知らせ」のとおりであります。なお、為替レートにつきまして

は、１米ドル＝93円で業績予想を算定しております。 

 連結売上高37,000百円、連結営業利益1,400百万円、連結経常利益1,200百万円、連結当期純利益500百万円を見込

んでおります。 

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報

33,609

10,012

23,596

３．連結業績予想に関する定性的情報



  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な子会社の異動はありません。  

  

  

 四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理 

 税金費用の計算 

 税金費用については、当社および国内連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。  

  

①会計処理基準に関する事項の変更 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第22号）を適用しております。なお、この変更が損益に与える影響はありま

せん。 

  

②連結の範囲に関する事項の変更 

(1)第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末において連結子会社であったCHIYODA INTEGRE 

PHLIPPINES, INC.は、重要性が低下したため、連結の範囲から除外しております。 

(2)変更後の連結子会社の数 

  18社 

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,433 5,840

受取手形及び売掛金 9,883 7,775

商品及び製品 1,176 1,045

仕掛品 331 298

原材料及び貯蔵品 2,559 2,474

繰延税金資産 359 317

その他 752 1,148

貸倒引当金 △7 △21

流動資産合計 20,489 18,879

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,061 9,199

減価償却累計額 △5,477 △5,417

建物及び構築物（純額） 3,584 3,782

機械装置及び運搬具 7,808 8,038

減価償却累計額 △5,058 △4,959

機械装置及び運搬具（純額） 2,749 3,078

工具、器具及び備品 1,554 1,616

減価償却累計額 △1,210 △1,222

工具、器具及び備品（純額） 343 394

土地 2,511 2,524

建設仮勘定 29 30

有形固定資産合計 9,218 9,810

無形固定資産   

ソフトウエア 1,012 1,105

ソフトウエア仮勘定 91 76

電話加入権 12 12

無形固定資産合計 1,116 1,194

投資その他の資産   

投資有価証券 1,618 1,666

繰延税金資産 142 147

その他 1,053 1,094

貸倒引当金 △30 △25

投資その他の資産合計 2,784 2,883

固定資産合計 13,119 13,887

資産合計 33,609 32,767



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,686 4,288

短期借入金 1,979 2,608

未払法人税等 139 67

賞与引当金 239 306

その他 1,022 724

流動負債合計 9,067 7,996

固定負債   

繰延税金負債 347 327

退職給付引当金 427 367

その他 169 181

固定負債合計 944 876

負債合計 10,012 8,873

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,331 2,331

資本剰余金 2,450 2,450

利益剰余金 21,183 21,263

自己株式 △531 △531

株主資本合計 25,433 25,513

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12 △91

為替換算調整勘定 △1,824 △1,528

評価・換算差額等合計 △1,836 △1,620

純資産合計 23,596 23,893

負債純資産合計 33,609 32,767



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 19,083 18,550

売上原価 15,258 14,893

売上総利益 3,825 3,656

販売費及び一般管理費 3,234 2,925

営業利益 590 731

営業外収益   

受取利息 34 13

受取配当金 16 16

その他 38 70

営業外収益合計 89 100

営業外費用   

支払利息 35 16

為替差損 514 118

コミットメントフィー 28 28

その他 16 14

営業外費用合計 593 178

経常利益 85 653

特別利益   

固定資産売却益 12 14

貸倒引当金戻入額 5 8

資産受贈益 － 27

特別利益合計 17 50

特別損失   

固定資産除売却損 2 16

ゴルフ会員権評価損 － 13

投資有価証券評価損 568 169

関係会社整理損 － 119

その他 － 1

特別損失合計 571 319

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△467 384

法人税等 119 151

四半期純利益又は四半期純損失（△） △586 233



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 7,265 9,478

売上原価 5,953 7,632

売上総利益 1,311 1,846

販売費及び一般管理費 1,440 1,485

営業利益又は営業損失（△） △128 361

営業外収益   

受取利息 17 6

受取配当金 15 14

為替差益 － 46

その他 4 39

営業外収益合計 38 107

営業外費用   

支払利息 23 7

為替差損 319 －

コミットメントフィー 12 12

その他 4 5

営業外費用合計 359 25

経常利益又は経常損失（△） △449 443

特別利益   

固定資産売却益 8 12

貸倒引当金戻入額 3 0

資産受贈益 － 27

特別利益合計 11 40

特別損失   

固定資産除売却損 1 6

ゴルフ会員権評価損 － 1

投資有価証券評価損 104 167

関係会社整理損 － 55

その他 － 0

特別損失合計 106 232

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△544 251

法人税等 11 151

四半期純利益又は四半期純損失（△） △555 100



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△467 384

減価償却費 726 712

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44 64

賞与引当金の増減額（△は減少） △175 △66

受取利息及び受取配当金 △50 △30

支払利息 35 16

固定資産除売却損益（△は益） △9 2

投資有価証券評価損益（△は益） 568 169

関係会社整理損 － 119

売上債権の増減額（△は増加） 1,954 △2,267

たな卸資産の増減額（△は増加） 166 △381

仕入債務の増減額（△は減少） △1,021 1,663

その他 △93 79

小計 1,678 466

利息及び配当金の受取額 50 30

利息の支払額 △38 △44

法人税等の支払額 △395 △164

法人税等の還付額 － 504

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,295 792

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △65 △86

定期預金の払戻による収入 40 107

有形固定資産の取得による支出 △624 △147

有形固定資産の売却による収入 20 34

無形固定資産の取得による支出 △238 △106

投資有価証券の取得による支出 △300 △0

貸付けによる支出 △272 △31

貸付金の回収による収入 1 98

その他 △27 △14

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,467 △146

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 802 △534

自己株式の取得による支出 △0 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △3 △5

配当金の支払額 △690 △373

財務活動によるキャッシュ・フロー 108 △912

現金及び現金同等物に係る換算差額 △862 △77

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △925 △343

現金及び現金同等物の期首残高 6,090 5,680

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △39

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,165 5,297



 該当事項はありません。 

  

 当社グループは、ＯＡ機器、ＡＶ機器、自動車、文具など各製品の機構部品、機能部品の製造販売を主な事業としてお

ります。  

 これらＯＡ機器・ＡＶ機器等製品の機構部品、機能部品の製造販売事業は製造から販売までのプロセスが共通してお

り、また、事業の性質から判断して単一事業セグメントに属しております。従って、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。  

  

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日) 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日) 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  3,244 1,669 2,019 331  7,265  － 7,265

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 770 22 273 △2  1,062  △1,062 －

計    4,014  1,692  2,293  328  8,328    △1,062  7,265

営業費用     4,290  1,685  2,257  363  8,596    △1,202  7,394

営業利益（又は営業損失）    △276 6  35  △34    △268  139  △128

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  3,649 2,506 3,017 305  9,478  － 9,478

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 1,465 58 192 0  1,717  △1,717 －

計  5,114 2,564 3,209  306  11,195  △1,717 9,478

営業費用   5,077 2,496 3,050  379  11,004  △1,887 9,117

営業利益（又は営業損失）    37 68  159 △73    191  170  361



前第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日) 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1)東南アジア   シンガポール、マレーシア、タイ等 

(2)中国      中国、香港 

(3)その他     北米等 

３．連結の範囲の変更 

定性的情報・財務諸表等４．（3）②に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末に

おいて連結子会社であったCHIYODA INTEGRE PHILIPPINES, INC.は、重要性が低下したため、連結の範囲か

ら除外しております。なお、この変更が損益に与える影響は軽微であります。 

４. 会計処理基準に関する事項の変更  

当第２四半期連結累計期間 

（連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針） 

定性的情報・財務諸表等４.（3）①に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表におけ

る子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号）を適用しており

ます。なお、この変更が損益に与える影響はありません。 

  
日本 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

中国 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  7,684  4,665  5,561  1,172  19,083  －  19,083

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 2,109  102  487  3  2,702  △2,702  －

計  9,794  4,767  6,048  1,175  21,786  △2,702  19,083

営業費用   10,121  4,456  5,792  1,220  21,590  △3,097  18,493

営業利益（又は営業損失）  △326  311  256  △45  195  394  590

  日本 
（百万円） 

東南アジア
（百万円） 

中国
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高  7,391 4,766 5,745 647  18,550  － 18,550

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高  
 2,810 91 321 1  3,224  △3,224 －

計  10,201 4,857 6,066 648  21,774  △3,224 18,550

営業費用   10,107 4,736 5,765 730  21,340  △3,521 17,818

営業利益（又は営業損失）  94 120 300 △81  433  297 731



前第２四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日） 

   (注)１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

   (1)東南アジア  シンガポール、マレーシア、タイ等 

   (2)中国     中国、香港等 

   (3)その他    北米、欧州等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

４．連結の範囲の変更 

定性的情報・財務諸表等４．（3）②に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末に

おいて連結子会社であったCHIYODA INTEGRE PHILIPPINES, INC.は、重要性が低下したため、連結の範囲か

ら除外しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高が東南アジアで69百万円減少して

おります。 

〔海外売上高〕

  
東南アジア 
（百万円） 

中国 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

海外売上高（百万円）  1,441  2,301  359  4,103

連結売上高（百万円）        7,265

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
％ 19.8 ％ 31.7 ％ 5.0 ％ 56.5

  
東南アジア 
（百万円） 

中国 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

海外売上高（百万円）  2,302  3,147  439  5,889

連結売上高（百万円）        9,478

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
% 24.3 % 33.2 % 4.6 % 62.1

  
東南アジア 
（百万円） 

中国 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

海外売上高（百万円）  4,411  5,813  1,279  11,504

連結売上高（百万円）        19,083

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
％ 23.1 ％ 30.5 ％ 6.7 ％ 60.3

  
東南アジア 
（百万円） 

中国 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

海外売上高（百万円）  4,421  5,954  865  11,241

連結売上高（百万円）        18,550

連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
% 23.8 % 32.1 % 4.7 % 60.6



 該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報
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